
米軍ＨＨ６０救難用ヘリコプター墜落事故に関する意見書

８月５日午後４時ごろ、米軍キャンプ・ハンセン訓練場内で、嘉手納基地所属の米軍ＨＨ６０

救難用ヘリコプター１機が墜落炎上する事故が発生した。日米両政府がＭＶ２２オスプレイの追

加配備を強行しようとしていることに対し、県民挙げて強い反対運動を行っているさなかのこと

である。

墜落現場は、住宅地までは約２キロメートルで、東側約１キロには沖縄自動車道が走っており、

付近の松田区には保育所、幼稚園、小学校もあり、一歩間違えば住民を巻き込む大惨事を引き起

こしかねないものであり、県民に大きな不安と恐怖を与えている。

復帰後の米軍機の墜落事故は県が把握しただけで昨年末までに４３件に上り、今年５月の沖縄

本島東の米軍訓練海域上でのＦ１５戦闘機の墜落事故や今回の事故を含めると復帰後４５件の墜

落事故が発生しており、１年に１回以上墜落事故を起こしていることになる。

このような中、８月５日に墜落した救済用ヘリコプターＨＨ６０の同型機が１６日に飛行を再

開した。事故原因の究明、再発防止策が講じられていない中での、飛行再開に沖縄の声を無視す

る日米両政府と米軍に対し、激しい怒りがこみ上げてくる。

現在、県民の騒音・環境問題等に対する怒りと不安は増幅され、墜落への恐怖は現実のものと

なった。余りにも県民の声を無視し続ける日米両政府の対応は、言語道断で到底容認できるもの

ではない。

よって、本町議会は、町民の生命・財産を守る立場から、今回の事故に対し強く抗議するとと

もに、下記の事項が速やかに実現されるよう強く要請する。

 記

１ 事故原因を徹底的に究明し、その結果を速やかに県民に明らかにすること。

２ 事故原因の究明、安全対策及び再発防止策が講じられるまでの間、県内における米軍ＨＨ

６０救難用ヘリコプターの飛行を中止すること。

３ 日米地位協定を改定すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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